廿日市市地域生活支援システム緊急時受入等事業に関する委託契約書
廿日市市（以下「委託者」という。）と○○○○（以下「受託者」という。）は、廿日市市地域生活支援システム緊急時受入等事業実施要綱（以下「要綱」という。）に規定する緊急時に実施する事業に関して、次のとおり委託契約を締結した。

（契約の目的）

第１条　在宅の障がいのある人が介護者の疾病等により介護を受けることが困難になった場合において、委託者は、要綱第５条第１項の事業（以下「委託事業」という。）を受託者に委託し、受託者はこれを受託した。

（事業の実施）

第２条　受託者は、付表に記載した事業所において、委託事業を実施するものとする。

（報告書の提出）

第３条　受託者が、委託事業を実施したと認める場合は、要綱別記様式第１号を調製し、速やかに委託者に報告し、確認を受けるものとする。

２　委託者は、前項の報告があった場合は速やかに確認するとともに、その結果を受託者に回答するものとする。

（委託料の支払）

第４条　受託者は、前条の報告につき確認を受けた場合に限り、要綱第６条第２項第２号から第４号に該当する委託料を要綱別記様式第２号により委託者に請求することができるものとする。

２　要綱第６条第２項第１号の規定が適用される場合は、按分後の額をもって請求するものとする。

３　委託者は、請求を受理した月の翌月末までに、受託者に支払うものとする。

（事故の報告）

第５条　受託者は、支援の提供の過程で事故が発生したときは、速やかに応急措置を行った後、遅滞なく事故の内容を委託者に報告するものとする。

　（損害の負担）

第６条　受託者が、委託事業を実施するに際して、自己の責めに帰すべき理由により委託者又は第三者に損害を与えた場合は、受託者がその損害を負担する。

２　前項の規定にかかわらず、委託者の指示その他委託者の責めに帰すべき事由により生じたものについては、委託者がその賠償額を負担する。ただし、受託者が委託者の指示等が不適当であること等委託者の責めに帰すべき事由であることを知りながら、これを通知しなかったときは、この限りでない。

（契約内容の変更）

第７条　本契約の内容は、委託者、受託者双方記名押印した書面によって変更することができる。ただし、付表の内容については、受託者による届出を委託者が受理することで変更することができる。

（雑則）

第８条　受託者は、委託事業の実施により得た個人情報について、別記で定める個人情報取扱特記事項を遵守しなければならない。

２　受託者は、本契約にかかる記録は、当該支援を提供した日以降次に到来する４月１日から起算して５年を経過するまでこれを保存するものとする。

（協議）

第９条　本契約に関して疑義が生じたときは、委託者、受託者が信義誠実の原則に従い協議し、協議が整わないときは、委託者の決するところによる。

（契約の期間）

第１０条　本契約の期間は契約締結日から○○年○月○日までとする。ただし、契約期間満了の日１月前までに、委託者、受託者いずれからも相手方に対し、契約を更新しない旨の通知がないときには、この期間は、更に１年間延長するものとし、その後において期間満了したときも、同様とする。

　本契約の証として本書２通を作成し、委託者、受託者記名押印のうえ、各１通を保有する。

令和　　年　　月　　日

委託者　

受託者　

別記

個人情報取扱特記事項

（基本的事項） 

第１ 受託者は、この委託契約による業務（以下「業務」という。）を行うに当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう個人情報を適正に取り扱わなければならない。 

（秘密の保持） 

第２ 受託者は、業務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。この委託契約が終了した後においても、同様とする。 

（収集の制限） 

第３ 受託者は、業務を行うために個人情報を収集するときは、当該事業の目的を達成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により収集しなければならない。 

（目的外利用・提供の禁止） 

第４ 受託者は、委託者の指示又は承諾があるときを除き、業務に関して知り得た個人情報をこの委託契約の目的以外に利用し、又は第三者に提供してはならない。 

（適正管理） 

第５ 受託者は、業務に関して知り得た個人情報の漏えい、滅失及び毀損の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

（従事者への周知及び監督） 

第６ 受託者は、業務に従事している者（以下「従事者」という。）に対し、在職中及び退職後において、業務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならないことを周知するとともに、業務を処理するために取り扱う個人情報の安全管理が図られるよう、従事者に対して必要かつ適切な監督を行わなければならない。 

（個人情報の持ち出しの禁止） 

第７ 受託者は、委託者の指示又は承諾を得た場合を除き、個人情報が記録された資料等を委託者が定める場所の外に持ち出してはならない。 

（複写・複製の禁止）

第８ 受託者は、委託者の承諾があるときを除き、業務を行うために委託者から引き渡された個人情報が記録された資料等を複写し、又は複製してはならない。

（損害賠償） 

第９ 業務の処理に関し、個人情報の取扱いにより発生した損害（第三者に及ぼした損害を含む。）のために生じた経費は、受託者が負担するものとする。 
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※ 異なる管理事業所との間は１行空けてください。

